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⑥相談支援包括化

推進員を配置する

相談支援機関の種

類・名称 

新宮町しごと・くらし相談室 

 

⑦
事
業
内
容 

ア 包括的

な相談支援

体制の構築

に向けた取

組の概要 

多様で複合的な課題を抱える生活困窮者の相談に応じ、その課題を適切にアセスメ

ントし、それぞれの状況にあった自立支援計画（プラン）を本人と協働で作成し、

必要なサービスの提供につなげる。生活保護の適用や援護措置が必要と考えられる

場合には、適切に福祉事務所へつなぐ。必要な場合は、医療機関や公共職業安定所

（雇用分野）といった、福祉分野以外の関係機関へも同行し、援助等行う。 

イ 相談支

援包括化推

進会議の開

催方法 

相談支援員と町は複合的な課題を抱える相談者等の自立を支援し、チームアプロー

チによる相談支援包括化ネットワークを構築するため、月に１度を目処に相談者か

らの相談内容を協議する会議を設け個別ケースについての意見交換を行う。 

ウ 自主財

源の確保の

ための取組

の概要 

 

検討中 

 

エ 新たな

社会資源の

創出のため

の取組の概

要 

相談者が社会的に孤立しないよう、自立支援相談員や、生活支援コーディネーター

などの多職種間での連携・協働を図る。見守り活動や、地域支援を強化するため、

情報共有を行う。 

 

オ その他 
相談支援員の資質向上のため、事例検討研修や専門研修等を実施するよう委託先に

求めていく。 

⑧事業の 

成果目標 

（１）相談室の存在が住民に広く知れ渡り、相談室に行けばどんな悩みごとも相談

できる、支援してくれるという認識をもってもらう。近くに困っている人がいたら、

相談室があることを教えることができるようになる。 

（２）周知のため、町内に相談室のチラシを全戸配布する。 

（３）全就業相談者のうち、８０パーセント以上の着業を目指す。 

暮らしの相談においては、８０パーセント以上の相談者の生活再建（経済的自立、

支援プラン目標の達成等）を目指す。 
※事業実施 2 年目

の自治体のみ回答

してください。 

⑨前年度の課題と

それを踏まえた改

善点 

 

 

５．成果目標の達成状況について 

（１） 相談にきたきっかけとしては次のとおり 

 チラシ、広報誌をみて ５３％   役場、社会福祉協議会からの紹介  ３５％ 

 家族、知人の紹介    ５％   アウトリーチから          ２％ 

 他自治体からの紹介   ５％ 

チラシ等の広報の効果があったと思われるが、認知度をあげるため、さらなる広報や、訪問等により周

知を徹底する必要がある。 

（２） 全戸配布済 

（３） 相談受付総数：５８件 

    相談内容（就労：１３件、生活費：２０件、家族関係：４件）※複数回答 

 

     就職決定件数：６件 

     支援終結：２２件（経済的自立、就職先の決定、問題解決等） 
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都道府県名 福岡県 市区町村名 大刀洗町 

 

１．自治体の基本情報等 

１－１．自治体の基本情報 

人口 15,552（人） 世帯数 5,287（世帯） 

高齢化率 26.3（％） 生活保護受給率 7.4（‰） 面積 22.84（k ㎡） 

地縁組織（自治会、町内会等）加入率 （％） 公立小学校数 4 公立中学校数 1 

地域包括支援センター 直営：1か所 

生活困窮者自立相談支援事業 委託：1か所（福岡県事業委託：グリーンコープ） 

                

１－２．地域の特徴（地域性、地場産業、観光等） 

・福岡県の中南域を占める筑後平野の北東部、日本の三大河川のひとつである筑紫二郎こと「筑後川」

の中流域北岸に位置する。大分自動車道や国道 322 号、500 号、主要地方道久留米筑紫野線等の県道に

よって結ばれている。企業誘致や住宅地化が進む北部は人口増加し、南部の農村地帯は人口減少。 

・4小学校・1中学校。 

・主幹産業は、農業（肥沃な農地で、米・麦・レタス等が特産）。農業従事者の高齢化や担い手の減少

により、農業経営は厳しさを増している。 

・観光資源は、国の重要文化財に指定された「今村カトリック教会」、国史跡「下高橋官衙遺跡」 

・町のイベントは、毎年 7 月「枝豆収穫祭」、11 月「ドリームまつり」、2 月「ひばりロードふれあい

マラソン大会」等 

 

２．地域共生社会の実現に向けて事業を実施する上でのビジョン（「どのような地域をつくるのか」、「何

を目指すのか」、「どのような数値目標を設定するか」）の内容等について 

 

本事業に取

り 組 む 目

的・狙い 

 

課題の把握と解決ができる地域を作るとともに、地域から挙がる個別課題を受け止め、

整理し、専門機関や地域支援につなげることができる「福祉相談窓口」の設置。 

 

本事業を通

じて人と地

域に起こし

たい変化 

 

コミュニティーソーシャルワーカーを設置し、役場や専門機関にくる「はざ間」の相談

を受ける窓口を設置することにより、地域への問題提起や支援体制の整備を行い、課題

の早期発見・解決機能を強化していきたい。 

コミュニティーソーシャルワーカーを軸に、庁舎内の横断的なネットワークの構築。 

 

 

協議状況 庁内で協議している。 

 

３．地域力強化推進事業について 

①実施主体 

（委託先） 
大刀洗町社会福祉協議会 

②事業実施に至

った経緯 

援護を要する高齢者及び障がい者等が、地域で安心した生活を継続できるよう、関係

機関が相互に連携して効果的な支援を行うために、年 2回幹事会、年 2回全体会、毎

月地域福祉連絡会、行政区ごとに小地域協議会を実施。 

事務局は社会福祉協議会が実施。町から健康福祉課、地域振興課(防災)の参加だった

が、今年度新たに産業課(消費者関係)がメンバーに加わりネットワークが広がった。
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地域振興課・産業課) 

③事業実施体制 

※注 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④事業の対象地

域について 

＜圏域の考え方と設定内容（人口や面積等）＞ 

・町全域１圏域（人口 15,552 人、面積 22.84 k ㎡、１中学校４小学校） 

※小地域ネットワーク事業では、25 行政区単位 

⑤
事
業
内
容 

住民が主体

的に地域課

題を把握し

て解決を試

みる体制づ

くり（「我が

事」の地域

づくり） 

・行政区別に設置している「小地域協議会」において、高齢者を中心に障がい者、児

童、生活困窮者等の「地域の課題」として捉えてもらえるように、地域に対する「福

祉教育」を進める。 

・地域課題を我が事として地域で受け止め、解決に向けて動くことができる「心」と

「体制」を整え、地域が専門機関等と連携し早期発見・解決できる仕組みを考える。

・要援護者の見守り支援活動。地域と町、社協等相互の連携、役割分担し、情報共有。

地域生活課

題を包括的

に受け止め

る体制の構

築 （「 丸 ご

と」の地域

づくり） 

・「小地域協議会」での情報交換・共有の場に、社会福祉協議会と地域包括支援セン

ター等専門機関が同席し、早期の課題対応と地域での支援、対応の模索等を協議でき

る体制を整備する。 

・要援護者の安否の確認、異変がある場合の連絡体制整備、運用。 

・災害時要援護者支援制度による、災害発生時の地域による支援体制の構築。 

・消費者安全確保地域協議会を兼ね、情報提供、情報共有の実施。 

その他 
社会福祉協議会にコミュニティソーシャルワーカーを配置し、地域と専門機関とのつ

なぎ役として、困りごとをまず丸ごと受け止める場（総合相談窓口）を設置する。 

⑥事業の成果目

標 

・地域における生活課題の可視化と、要援護者の見守り確認。 

・課題解決に向けた専門機関との顔の見えるネットワークづくり。 

・住民からのあらゆる困りごとを受けることができる総合相談窓口の設置。 

 

４．多機関の協働による包括的支援体制構築事業について 

①実施主体 

（委託先） 
未実施 
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５．成果目標の達成状況について 

・要援護者（見守り対象者）の見守り状況報告を 25 行政区の小地域協議会で行い、地域と町、社協の

情報交換、情報共有の場として実施できた。地域課題の発見があれば、町と社協で専門機関と連携し課

題を認識し早期対応に努めた。引き続き、見守り確認を継続する。 

 今年度、小地域協議会等で生活課題のアンケート調査を実施し、移動（買い物）問題や生活課題、住

民の想いを確認し、移動手段について、地域が試行的に買い物支援を行う準備を開始した。 

 小地域協議会で認知症模擬訓練にも取り組み、地域の困りごとを一緒に考える体制づくりが進んだ。

 

・今年度、役場内でも生活環境係が地域包括支援センター、民生委員、社会福祉協議会と連携し、町の

ごみ収集業者による「独居高齢者世帯等戸別収集業務」を開始し、月 1回、地域の高齢者、障がい者等

の安否確認を兼ねたごみの戸別収集支援を実施し、課題解決に取り組んだ。 

また、産業課が消費者安全確保のために、見守りネットワーク協議会に加わり、要援護者を悪質商法

から守るために日頃から情報共有ができる体制づくりを実施した。 

このように、地域の問題に役場内の健康福祉課以外の部署が関わり、庁舎内の横断的な取り組みにつ

ながった。 

 

・地域における課題で、複合的な世帯の課題等が増えてきている。 

現在、高齢者や障がい者、子ども等の相談支援センターが個別に相談に対応しており、連携が取りに

くく、住民もわかりにくい状況である。今後さらに横断的に関われるように社会福祉協議会にコミュニ

ティソーシャルワーカーを配置し、総合的に困りごとの相談を受けることができる各相談支援センター

窓口を一本化した「総合相談窓口」の設置を目指す。 
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都道府県名 佐賀県 市区町村名 佐賀市 

 

１．自治体の基本情報等 

１－１．自治体の基本情報 

人口 234,152（人） 世帯数 98,392（世帯） 

高齢化率 26.68（％） 生活保護受給率 12.6（‰） 面積 431.84（k ㎡） 

地縁組織（自治会、町内会等）加入率 81.6（％） 公立小学校数 35 公立中学校数 18 

地域包括支援センター 直営：1か所、委託：14 か所（社会福祉法人、医療法人等） 

生活困窮者自立相談支援事業 直営：1か所、委託：1か所（ＮＰＯ法人） 

 

１－２．地域の特徴（地域性、地場産業、観光等） 

・平成１７年及び平成１９年に市町村合併。北部は福岡市に隣接 
・北部の山間地、中部の田園地帯、南部の有明海など、豊かな自然環境を有する。 
・農業（麦・大豆等）、漁業（のり）、諸富家具などの地場産業が盛ん。 
・世界文化遺産（明治日本の産業革命遺産）に登録された「三重津海軍所跡」、ラムサール条約湿地に登録

された「東よか干潟」を有する。 

 

２．地域共生社会の実現に向けて事業を実施する上でのビジョン（「どのような地域をつくるのか」、「何

を目指すのか」、「どのような数値目標を設定するか」）の内容等について 

本事業に取

り 組 む 目

的・狙い 

地域福祉計画の中で重点事業として掲げている以下の取組みを推進するため。 

・「地域で見守る体制づくり」を進めるにあたり、地域での課題発見力と課題解決力の両

機能の向上 

・複合的な課題を抱えるケースへの適切な対応と、充実した相談・支援体制づくり 

本事業を通

じて人と地

域に起こし

たい変化 

・住民が自らの意思で地域課題を把握し解決を図る土壌づくり 

・地域力の向上や地域の一体感の醸造 

協議状況 
庁内での協議に加えて、庁外の関係者（委託している場合には委託事業者や、福祉関係

者、その他の分野の関係者等）と協議している。 

 

３．地域力強化推進事業について 

①実施主体 

（委託先） 
佐賀県佐賀市（社会福祉法人 佐賀市社会福祉協議会） 

②事業実施に至

った経緯 

◎地域福祉計画の重点事業の推進 

本市が平成 28 年 3 月に策定した地域福祉計画の中で重点事業として位置付けた「地

域で見守る体制づくりの強化」を進めるにあたり、地域での課題発見力と課題解決

力の両機能の向上を図るため、福祉協力員や居場所づくりの設置を推進している。

このような中、本事業に取り組んでいくことで、重点事業の推進がより図られると

考えたから。 

③事業実施体制 

※注 

◎CSW と相談包括化推進員との連携 

委託先である市社協において、平成 28 年度から 10 小学校区に 2 名の専任のコミュ

ニティーソーシャルワーカー（以下「CSW」とする。）を配置し積極的な地域へのア

ウトリーチを行っており、地域での複合的な課題や専門機関の支援が必要な場合は、

市が平成28年 9月から配置している相談支援包括化推進員などと連携し解決を図る

体制をとっている。平成 29 年度については、CSW を 2 名増員し、アウトリーチする

区域を広げて実施体制を強化している。 

④事業の対象地

域について 

＜圏域の考え方と設定内容（人口や面積等）＞ 

圏域：平成 17 年 10 月合併前の旧佐賀市の区域（19 の小学校区） 103.76K ㎡ 

人口：162,991 人（H29.12 末現在） 
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⑤
事
業
内
容 

住民が主体

的に地域課

題を把握し

て解決を試

みる体制づ

くり（「我が

事」の地域

づくり） 

１ 福祉協力員の設置推進（既存事業） 

 日ごろの生活の中で見守り、異変を発見したときは、民生委員などへ通報する福

祉協力員の設置推進のため、自治会などに対して、学識経験者や先進地区の自治会

長等を講師とした研修会を開催。平成 32 年度までに市内小学校区全校区（32 校区）

の設置を目指す。 

２ 校区社協による地域福祉活動（既存事業） 

 地域課題を住民の助け合いにより解決する体制づくりを目的に、小学校区単位に

設置した校区社協が中心となり、地域の見守りや高齢者会食会・サロン、また世代

間交流などの地域福祉活動や県内外の先進地の地区社協との交流研修等を実施。 

３ 福祉分野以外の分野への地域福祉の意識醸成に必要な働きかけ（新規事業） 

 まちづくり協議会との調整や福祉分野以外の分野の意識醸成に必要な働きかけの

方策を検討するため、福祉分野だけでなく、まちづくり、産業、建設、防犯、防災、

教育、環境、交通など幅広い分野の庁内の関係部署との情報交換や協議を行う。ま

た、この協議等の結果を踏まえ、平成３０年度以降に具体的な取組みを実施する。

４ コミュニティカフェの設置推進（既存事業） 

 地域住民が気軽に集える新たな居場所づくりを進める。福祉協力員と同じく、平

成 32 年度までに市内小学校区全校区（32 校区）の設置を目指す。また、コミュニテ

ィカフェを住民の自主活動や住民と専門職が話し合うことができる場としての利用

についても検討する。 

５ 全市民を対象にした講演会の開催（既存事業） 

 住民の地域福祉活動に対する関心度の向上や活動のきっかけづくりとして、住民

相互による「助け合い・支え合い」の講演会を開催。 

地域生活課

題を包括的

に受け止め

る体制の構

築 （「 丸 ご

と」の地域

づくり） 

１ 専任のＣＳＷの配置による地域の生活課題の把握と解決（拡充事業） 

 地域への積極的なアウトリーチにより、地域での福祉活動の支援や地域の生活課

題を丸ごと把握するとともに解決を図る。専任のＣＳＷについては、平成 28 年度に

2名配置。平成 29 年度には更に 2名追加で配置し、現在 4名体制で 19 の小学校区を

担当している。今後も順次、配置する校区を増やし、将来的には市内全校区に配置

する予定である。 

２ 地域連絡会議による地域の生活課題の把握と解決（既存事業） 

 ＣＳＷを含めた福祉協力員、自治会長、民生委員など地域の関係者等による会議

や生活支援コーディネーターとの情報交換等を通して、地域の生活課題についての

把握や情報の共有化、また、解決を図る。 

３ 相談支援包括化推進員との連携による地域の生活課題の解決（既存事業） 

 上記の 1,2 で把握した地域の生活課題について、複合的な課題や専門機関の支援

が必要な場合は、ＣＳＷがつなぎ約として相談支援包括化推進員などと連携し解決

を図る。 

その他  

⑥事業の成果目

標 

１ 小学校区など住民に身近な圏域において、住民が自らの意思で地域課題を把握

し解決を図る機会をつくり出すとともに、子どもから高齢者までの幅広い年齢層の

住民が集い交流を図る場を設ける。 

２ ＣＳＷを軸とした地域への積極的なアウトリーチや地域の関係者や団体等との

会合、また、相談支援包括化推進員などとの連携により、地域力の向上や地域の生

活課題の早期発見、早期対応を図るための体制を構築する。 

 

４．多機関の協働による包括的支援体制構築事業について 

①実施主体 

（委託先） 
佐賀県佐賀市（社会福祉法人 佐賀市社会福祉協議会） 

②事業実施に至

った経緯 

◎総合相談体制の充実 

 市長マニフェストに提起された『「個人」から「世帯」へ、「受付型」から「提案

型」へ』のもと、最適なサービスを提案できるやさしく便利な窓口づくりの推進を

図る。 

◎福祉の困難事例への対応の推進 

 地域福祉計画に掲げている複合的な課題を抱えるケースへの適切な対応と、充実

した相談・支援体制づくりを推進するため、関係機関等による横断的なネットワー

クを構築し、専門性・利便性の高い相談・支援機能の更なる強化を図る。 

- 298 -



3 

③事業実施体制 

※注 

◎庁内関係部署の連携強化 

 生活困窮者・多重債務者等対策会議を通じて、業務の共有や連携の効率化を図る。

◎庁外の関係機関等との連携 

 相談支援包括化推進会議の開催を通じ、引き続き、ネットワークの構築を図る。

④相談支援包括

化推進員の配置

予定人数 

３人（専任：２名・兼任：１名） 

⑤相談支援包括

化推進員の経歴

等 

Ａ：（資格）社会福祉士・介護福祉士・主任介護支援専門員 

（経歴）知的障害者授産施設・基幹型在宅介護支援センター・地域包括支援セン

ター等 

Ｂ：（資格）社会福祉士・保育士 （経歴）母子生活支援施設 

Ｃ：（資格）社会福祉士・介護支援専門員 （経歴）デイサービス施設等 

⑥相談支援包括化

推進員を配置する

相談支援機関の種

類・名称 

◎佐賀市 保健福祉部 福祉総務課 ← 専任２人を配置 

◎社会福祉法人佐賀市社会福祉協議会 ← 兼任１人を配置 

⑦
事
業
内
容 

ア 包括的

な相談支援

体制の構築

に向けた取

組の概要 

◎福祉まるごと相談窓口（市役所１階）に相談支援包括化推進員を配置 

◎庁内外の連携推進 

◎他職種の相談員やコーディネーター等との連携方法の構築 

◎地域の支援体制の構築 

イ 相談支

援包括化推

進会議の開

催方法 

◎健康・医療、高齢、子ども・子育て、障がい、生活困窮、学術機関等の分野の代

表的機関で構成 

◎次のとおり開催（３層） 

 ①代表者会議：関係機関の代表者で構成し、年１～２回開催。 

 ②実務担当者会議：関係機関の実務担当者（相談員等）が参加し、年２～３回程

度開催。 

 ③個別ケース会議：必要に応じて随時開催。 

ウ 自主財

源の確保の

ための取組

の概要 

共同募金の配分金、各種財団の活動助成金の活用等を検討 

エ 新たな

社会資源の

創出のため

の取組の概

要 

地域住民、ＣＳＷ、生活支援コーディネーター、地域の福祉団体、企業、福祉分野

以外の様々な団体等と連携し、地域診断や資源調査をモデル地区（小学校区）にお

いて実施予定 

オ その他 

◎市が独自導入した「福祉総合窓口システム」の活用 

 （特長） 

  ①支援対象者について世帯単位で受給可能な福祉サービスを一覧で確認するこ

とが可能。 

  ②支援メニューの選定において、迅速に最適な保健・福祉サービスの提供が可

能。 

◎市役所本庁舎１階の窓口改革 

 本庁舎１階の執務室にユニバーサルレイアウトプランを導入。福祉のどの窓口に

おいても、関係職員が市民のいる窓口へ移動してワンストップで対応する窓口を目

指している。 

⑧事業の 

成果目標 

◎総合相談支援体制の充実 

 庁内関係部署の連携に加え、庁外関係機関との連携を強化し、相談支援体制の充

実を図る。 

◎相談件数：２０件／月、支援の終結件数：１０件／月 

※事業実施 2 年目

の自治体のみ回答

してください。 

⑨前年度の課題と

それを踏まえた改

善点 

◎相談窓口の設置 

 市役所本庁舎１階の改修工事完了に伴い、「福祉まるごと相談窓口」を設置し、複

合的な福祉の課題を抱える市民等に対する相談支援環境を整備し、利便性の向上を

図る。 

◎広報関係 

 事業内容、相談支援包括化推進員の周知のため、パンフレットの作成や実績報告

会を開催予定 
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◎各種協議会の構成の重複 

 分野ごとの協議会の横断的な連携や見直し等を検討予定 

◎事業の評価 

 関係機関等からの本事業に対する評価や要望等の集約が必要と考えている。  

◎新たな社会資源の創出 

 

５．成果目標の達成状況について 

【地域力強化推進事業】 

◎住民自ら地域課題を把握し解決を図るための取り組みの一つとして福祉協力員の設置推進を行っ

ているが、自治会の班長を福祉協力員とすることで平成２９年１２月時点で１，５５０名（年度当

初は６４２名で９０８名の増）となり地域での福祉活動推進の種を多く蒔くことができた。今後も

この種を多く蒔き、地域福祉活動の芽が大きく育つよう支援していく。 

◎平成２９年４月よりＣＳＷを２名増員して、旧佐賀市内１９小学校区を対象とし、校区社協や民生

委員と連携しての地域生活課題の解決に向けた取り組みや、生活支援コーディネーターと月１回の

連絡会議を開くなど関係者等との連携体制の強化を行っている。 

 

【多機関の協働による包括的支援体制構築事業】 

 ◎庁内関係部署との連携を強化するため、福祉事務所の全職員を対象とした研修会を開催。福祉のど

の窓口においても、市民がいる窓口へ関係職員が移動し、ワンストップで対応するための意識の共

有を図った。また１階以外の関係部署（建設関係・納税関係部署等）へつなぐ際には、必要に応じ

て「つなぎシート」を活用している。 

 ◎庁外の関係機関との相談支援体制について、相談支援包括化推進会議（実務担当者会議）において、

個人情報の共有方法などについて協議を重ねている。取り組みの１つとして、相談受付票（福祉ま

るごと相談受付票）及び同意書（福祉まるごと相談個人情報の使用・共有に関する同意書）を作成。

関係機関との情報共有の際に活用している。また、関係機関から相談支援包括化推進員に求める役

割や連携方法について意見交換を行っている。 

 ◎福祉まるごと相談窓口を平成２９年７月３１日に開設し、関係機関や市民への周知を図るためリー

フレットを作成した。特に支援を必要とする本人や親族からの相談が増えている。 

  ※相談受付件数（平成２９年４月～１２月）：２００件 

  ※窓口開設後の月平均相談受付件数：３２件／月 

 ◎新たな社会資源の創出の取り組みは、具体的に着手できていないことが課題。前述のとおり、モデ

ル地区を選定し、地域診断や資源調査を実施することを検討中。 
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め
る
場

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ソ
ー
シ
ャ
ル

ワ
ー
カ
ー
（
Ｃ
Ｓ
Ｗ
）

⺠
生
・
児
童
委
員
、
単
位
⾃
治
会
、
⾏
政
相
談
委
員
等

社
会
福
祉
協
議
会

支
所
等

③
協
働
の
中
核
を
担
う
機
能
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都道府県名 長崎県 市区町村名 長崎市 

 

１．自治体の基本情報等 

１－１．自治体の基本情報 

人口 426,901（人）(H29,12,1) 世帯数 209,295（世帯） 

高齢化率 30.5（％） 生活保護受給率 30.61（‰） 面積 406（k ㎡） 

地縁組織（自治会、町内会等）加入率 
69.6（％） 

(H29.4 現在) 
公立小学校数 69 公立中学校数 

39 

（内1校休校）

地域包括支援センター ※委託：20か所（社会福祉法人など） 

生活困窮者自立相談支援事業 ※委託：1か所（社協） 

                

１－２．地域の特徴（地域性、地場産業、観光等） 

九州の西端、長崎県の南部に位置し、海と緑に囲まれた温暖多雨なまち。細く連なる平坦地には商業・

業務機能が集積し、長崎港に面し山腹を這い上がるように形成された斜面市街地により、独特な都市

景観が創られている。平成 24 年には世界新三大夜景の認定を受け、観光客や国際観光船の入港も増加

傾向。全国平均を上回る高齢化率など、急速な高齢化や単独世帯の増加により、地域での支え合いの

力を強くすることがますます重要となっている。 

 

２．地域共生社会の実現に向けて事業を実施する上でのビジョン（「どのような地域をつくるのか」、「何

を目指すのか」、「どのような数値目標を設定するか」）の内容等について 

本事業に取

り 組 む 目

的・狙い 

「社会的孤立」や各制度の受給要件を満たさない「制度の狭間」など複数の福祉課題を

抱えた世帯への支援を目的に、ワンストップで受け止める相談窓口を設置し、アウトリ

ーチにより分野横断的な個別支援を行う。また、その支援を通じ相談支援体制の包括化

を目指す。さらに、平成 29 年 10 月からの行政組織の再編にあわせ、行政組織と本モデ

ル事業の役割の棲み分けを検証し、今後の事業展開を検討する。 

本事業を通

じて人と地

域に起こし

たい変化 

庁内における分野横断的な情報共有を図ることで、横のつながりを強化し支援の幅を広

げるとともに、業務の協働や必要に応じた整理を検討する機会としたい。 

また、相談支援包括化推進会議の開催や多世代にまたがる支援機関のパンフレットを配 

布することにより、各分野の相談支援機関が顔のみえる関係となり、他分野の抱える課 

題やニーズなどに気づくきっかけとし、社会的孤立や制度の狭間などに対する入口支援 

の強化を図りたい。 

 

協議状況 
庁内での協議に加えて、庁外の関係者（委託している場合には委託事業者や、福祉関係

者、その他の分野の関係者等）と協議している。 

 

３．地域力強化推進事業について 

①実施主体 

（委託先） 
 未実施 

 

４．多機関の協働による包括的支援体制構築事業について 

①実施主体 

（委託先） 
長崎市（地域包括支援センターを運営する法人 2箇所） 

②事業実施に至

った経緯 

複数の課題を抱えた多世代世帯へのワンストップ相談窓口として、地域包括ケアシ

ステムの構築の中枢機関である地域包括支援センターのうち、社会資源等が集中す

る中心部と相談機関が限られる周辺部２箇所のセンター内に設置し、全市的な支援

体制について検証するために、モデル事業の実施に至る。また、平成２９年１０月

からの市の組織再編に伴う行政の相談窓口機能とのすみわけも踏まえ、全市展開の

場合の、窓口配置箇所や人員体制について併せて検証する。 
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③事業実施体制 

※注 

 

④相談支援包括

化推進員の配置

予定人数 

６人（３人×２箇所） 

⑤相談支援包括

化推進員の経歴

等 

＜一人ずつ資格、職種、職務経歴等＞ 

 

 

 

南

多

機

関 

 

 

１ 

資 格 職 種    職 務 経 歴 

社会福祉士 

介護支援専門員 

主任介護支援専門員 

主 任 相 談

支 援 包 括

化推進員 

MSW、介護支援専門員、

包括 

２ 社会福祉士 

介護支援専門員 

主任介護支援専門員 

相 談 支 援

包 括 化 推

進員 

介護支援専門員 

３ 社会福祉士 

介護支援専門員 

相 談 支 援

包 括 化 推

進員 

介護支援専門員 

定期巡回・随時対応型訪

問介護 

 

 

北

多

機

関 

４ 社会福祉士 

主任介護支援専門員 

主 任 相 談

支 援 包 括

化推進員 

包括、在介 

５ 社会福祉士 相 談 支 援

包 括 化 推

進員 

介護老人保健施設の生

活相談 

６ 社会福祉士 相 談 支 援

包 括 化 推

進員 

障害児療育相談 高齢

者デイ生活相談 社協

生活困窮相談  
 

⑥相談支援包括化

推進員を配置する

相談支援機関の種

類・名称 

（種類）地域包括支援センター 

（名称）南多機関型地域包括支援センター 

    北多機関型地域包括支援センター 

⑦
事
業
内
容 

ア 包括的

な相談支援

体制の構築

に向けた取

組の概要 

高齢や障害、子育てなどの相談機関や地域の民生委員からの情報などによる、要支

援世帯への相談事例を通じ、分野横断的な支援体制の強化を図る。また、地域ケア

会議及び自立支援協議会、要保護児童地域対策協議会などへの参加や、相談支援包

括化推進会議の開催により、多分野にわたる機関が顔の見える関係となり、互いの

役割を理解し、連携していく体制を構築する。 

イ 相談支

援包括化推

進会議の開

催方法 

個別事例についてコアメンバーによる個別会議と、個別事例から見えてくる課題を

地域に広げた形で、多分野にわたる関係機関や地縁団体等を一同に集めた全体会議

を開催する。また、既存の地域ケア会議や自立支援会議などへの参加や、共催とし

て実施する。 
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ウ 自主財

源の確保の

ための取組

の概要 

社会福祉法人による社会貢献活動や既存のボランティア団体の取り組み、また、商

工会など福祉分野以外からの情報も共有しながら、地域にある社会資源の活用など

について、モデル事業の実施を踏まえ検討する。 

エ 新たな

社会資源の

創出のため

の取組の概

要 

個別支援や相談支援包括化推進会議の開催などを通じ、高齢、障害、子育てなど分

野毎に抱える課題や把握している社会資源などについて聞き取りなどによる地域ア

セスメントを行い、分析した結果を全分野において共有することで、多分野におけ

る社会資源の活用や不足する資源の抽出、それに対する取組についての検討を行う。

オ その他 
 

 

⑧事業の 

成果目標 

①関係機関の情報共有と連携体制を強化するため、分野毎の相談機関を横断的に掲

載したパンフレットの作成にあわせ、事例集を作成する。 

②全地域包括支援センターで受ける相談のうち、多機関型地域包括支援センターの

関わりが必要な事例の把握を１割程度見込み、さらに、包括化推進員の月平均アウ

トリーチ回数を H28 年度より１．５倍見込む。 

③相談支援包括化推進会議の開催回数及び参加団体数を H28 年度より１．５倍見込

む。 

④地域で活動する関係機関や活動主体から資源等の情報を収集し、可視化できる資

料を作成する。 
※事業実施 2 年目

の自治体のみ回答

してください。 

⑨前年度の課題と

それを踏まえた改

善点 

福祉分野またはその関連分野との団体とは、濃淡はあるものの、一定関係づくりは

行っている。個別支援等により見えてきた、制度の狭間や不足する社会資源に対し、

より重層的に対応するため、福祉分野以外での既存資源の把握や活用に向けて取り

組む必要がある。 

 

 

５．成果目標の達成状況について 

成果目標の達成状況 

 

①パンフレットについては、専門職向け、市民向けと２パターン作成し配布した。事例集についても

H29 年度中の作成する予定である。 

②相談件数としては、全包括上半期延相談件数（26,179 件）、多機関上半期延相談件数（2,883 件）で

約１割の相談件数となった。また、月平均アウトリーチ数（継続支援回数）は H28 年度（21.8 回）、H29

年度（46.8 回）で 2.14 倍となっており達成できた。 

③会議開催の回数は H28 年度 68 回、H29 年度 64 回とほぼ同数であったが、参加団体が、H28 年度は高

齢分野中心だったのが、H29 年度は子育て、法律、住民等など参加団体の拡がりがあった。 

④相談支援包括化推進会議を通じて、地域での課題や資源などをまとめた報告書を作成した。 
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都道府県名 大分県 市区町村名 杵築市 

 

１．自治体の基本情報等 

１－１．自治体の基本情報 

人口 29,963（人） 〔H29.9.30〕 世帯数 13,547(世帯)   〔H29.9.30〕 

高齢化率 35.52（％） 生活保護受給率 14.6（‰） 面積 280.08（k ㎡） 

地縁組織（自治会、町内会等）加入率 （％） 公立小学校数 10 公立中学校数 3 

地域包括支援センター  

生活困窮者自立相談支援事業  

                

１－２．地域の特徴（地域性、地場産業、観光等） 

平成 17 年 10 月に、杵築市、山香町、大田村が合併して発足。 

大分県の北東部、「仏の里」として知られる国東半島の南部に位置し、豊かな自然環境を活かした、農・

畜・水産業が昔から盛んで、杵築茶、ハウスみかん、山香牛、ちりめんなどが代表産品である。 

また、市の中心部は江戸時代より松平 3 万 2 千石の城下町として栄え、現在も武家屋敷や石畳の坂道

など往時の面影を色濃く残した町並みが保存されている。 

 

２．地域共生社会の実現に向けて事業を実施する上でのビジョン（「どのような地域をつくるのか」、「何

を目指すのか」、「どのような数値目標を設定するか」）の内容等について  

本事業に取

り 組 む 目

的・狙い 

核家族化、ひとり親世帯の増加、地域のつながりの希薄化等により、家族内又は地域

内の支援力が低下している状況の中で、複雑化、複合化した支援のニーズに対応するた

め、全世代を対象とした一貫的かつ継続的な支援を行える包括的な相談支援体制の構築

を図る。 

本事業を通

じて人と地

域に起こし

たい変化 

地域住民が安心して自分らしく暮らしていける地域、また、高齢者、障がい者、生活

困窮者等も含めた地域の誰もが役割を持ち、暮らしに生きがいを見いだすことができる

地域を目指す。 

協議状況 庁内で協議している。 

 

３．地域力強化推進事業について 

①実施主体 

（委託先） 
 未実施 

 

４．多機関の協働による包括的支援体制構築事業について 

①実施主体 

（委託先） 
杵築市 

②事業実施に至

った経緯 

杵築市では、これまで地域ケア会議等を通じ、地域の実情に応じて、高齢者が可能

な限り住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができ

るよう地域包括ケアシステムの構築に向け取組んできた。一方、核家族化、ひとり

親世帯の増加、地域のつながりの希薄化等により、家族内又は地域内の支援力が低

下している状況があり、高齢者、児童、障がい者など対象ごとに充実・発展してき

た従来の福祉サービスでは、複雑化、複合化した支援のニーズに対し、十分な相談・

支援が実現できるとは限らない状況が生じてきている。 

 そのような状況への対応のため、現在の地域包括支援センターに、「子育て世代包

括支援センター」、「障害者相談支援」、「生活困窮者自立支援」の機能を加えた全世

代対応型の新センターを開設し包括的な相談支援体制の構築を目指すところであ

り、核となる人材の配置・育成や関係機関の連携体制の構築が急務となっている。

そのため、杵築市福祉事務所内に相談支援包括推進員を配置し、関係機関の連携体

制の構築を推進することにより、将来のセンター開設に向けてのスムーズな移行を

図る。 
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③事業実施体制 

※注 

④相談支援包括

化推進員の配置

予定人数 

  

１名 

  

⑤相談支援包括

化推進員の経歴

等 

＜一人ずつ資格、職種、職務経歴等＞ 

 社会福祉主事 

 

⑥相談支援包括化

推進員を配置する

相談支援機関の種

類・名称 

 

杵築市福祉事務所(将来的には杵築市全世代対応型包括支援センター(仮称)内に配

置予定) 

 

⑦
事
業
内
容 

ア 包括的

な相談支援

体制の構築

に向けた取

組の概要 

杵築市福祉事務所内に相談支援包括化推進員を配置し、定期的な関係機関からの情

報収集や会議の開催等により庁内・庁外の関係機関の連携の充実と相談者の課題把

握を図る。関係機関との連携や多職種の協働を推進し、相談者の支援内容に関する

検討やコーディネートを行う。 

イ 相談支

援包括化推

進会議の開

催方法 

地域包括支援センター、市社会福祉協議会、障がい相談支援事業所、介護事業者、

専門職（作業療法士、精神福祉士等）、行政（福祉、子育て・教育等関係部署）等の

関係機関を構成員として月１回開催し、障害者や子育て家庭支援を含む複合化した

ケースについての解決に向けた検討や関係機関のネットワークの構築を図る。（地域

ケア会議等を活用し実施。） 

ウ 自主財

源の確保の

ための取組

の概要 

社会福祉協議会の寄付金拠出の呼びかけ等、財源確保について検討をすすめる。 

 

 

エ 新たな

社会資源の

創出のため

の取組の概

要 

相談支援包括化推進会議等をもとに自立支援の視点を含めた地域課題の検証や評

価、整理を行い、新たな社会資源の創出を図る。 

オ その他 
 

 

⑧事業の 

成果目標 

関係機関の連携の構築や多職種の協働を推進し、将来の包括的な相談支援体制の整

備（杵築市全世代対応型包括支援センター(仮称)開設）に向けてのスムーズな移行

を図る。個別の相談件数については、初年度は１０件程度を目標に事業を実施する。

※事業実施 2 年目

の自治体のみ回答

してください。 

⑨前年度の課題と

それを踏まえた改

善点 

 

 

 

 

 

 

５．成果目標の達成状況について 

H29.12～ 複合課題ケース等の連携及び気づきを促すための共有シートを作成 

H29.10～ 1 回/月 相談支援包括化推進会議を開催（地域ケア会議を活用）。 

     個別検討ケースは 平均 3件/月 
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都道府県名 宮崎県 市区町村名 門川町 

 

１．自治体の基本情報等 

１－１．自治体の基本情報 

人口 17,878（人） 世帯数 6,856（世帯） 

高齢化率 32.0（％） 生活保護受給率 15.46（‰） 面積 120.5（k ㎡） 

地縁組織（自治会、町内会等）加入率 74（％） 公立小学校数 4 公立中学校数 2 

地域包括支援センター  

生活困窮者自立相談支援事業  

                

１－２．地域の特徴（地域性、地場産業、観光等） 

町面積の８７％が森林であり、残り１３％は南北３㎞の国道１０号線沿線に広がる平野と豊かな海 

岸線を有する農林水産業の一次産業の町。 

日常生活圏域は一圏域とするものの、実際には四つの小学校圏域があり、この小地域ごとに特性が 

ある。南に日向市、北に延岡市が隣接し、消費および労働も町外に依存する部分が大きい。 

消費・就労のみならず、医療も町外医療機関を利用する者が多い。 

門川湾に浮かぶビロウ島は、カンムリウミスズメの世界最大の繁殖地である。 

町内には日本で唯一ビー玉を製造する工場もある。 

 

２．地域共生社会の実現に向けて事業を実施する上でのビジョン（「どのような地域をつくるのか」、「何

を目指すのか」、「どのような数値目標を設定するか」）の内容等について 

本事業に取

り 組 む 目

的・狙い 

役場本庁舎の相談窓口の強化。 

役場本庁舎内の縦割り意識の解消。 

相談の初期段階から「何が課題で」「何を解決すべきなのか」を専門職の目線で捉える。

本事業を通

じて人と地

域に起こし

たい変化 

役場本庁舎の相談窓口の強化。 

役場本庁舎内の縦割り意識の解消。 

適切な地域資源と結びつけることによる、生活保護などの制度適用に頼らない、課題 

解決。 

協議状況 
庁内での協議に加えて、庁外の関係者（委託している場合には委託事業者や、福祉関係

者、その他の分野の関係者等）と協議している。 

 

３．地域力強化推進事業について 

①実施主体 

（委託先） 
未実施 

 

４．多機関の協働による包括的支援体制構築事業について 

①実施主体 

（委託先） 
門川町（ 特定非営利活動法人 地域支援センター つながり ） 

②事業実施に至

った経緯 

介護福祉部署では、認知症で生活困窮かつ家族の介護放棄など、困難案件が多い。

さらに、65 歳到達時にはすでに生活保護受給かつ障害手帳保有など、高齢になる前

から課題を抱えて介護保険の 1 号被保険者になる人も毎月ある。高齢者、認知症、

家族介護、障害、それぞれ単独の問題でなく、総合的に相談支援できる窓口が町役

場に欲しい状況であった。かつ、その窓口が医療の専門性を保有する現場経験者や

介護・支援のプロであれば効果大である。 

町内外の企業から、認知症の人や障がいを持った人のために、地域住民と連携して

就労の場を提供したいという申し入れがあり、実際に懸案中であるが、この事業と

の連携も実現したい。 

③事業実施体制 

※注 

役場本庁福祉課に、専任の相談支援包括化推進員を配置。 

 地域の産業（農業委員会・漁協）、商工会（町内企業）、司法（法テラス）、 

雇用（ハローワーク）、学校（高校・大学）、相談機関（社協・包括等）、 

福祉関係事業所等とのネットワークを構築する。 
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④相談支援包括

化推進員の配置

予定人数 

兼任 3名、NPO 代表 1名 

⑤相談支援包括

化推進員の経歴

等 

＜一人ずつ資格、職種、職務経歴等＞ 

○兼任者① 

作業療法士免許を取得して 20 年目 

 宮崎県認知症介護指導者（平成 16 年認知症介護指導者養成研修終了） 

  宮崎東諸県地域介護認定審査委員 

  公益財団法人介護労働安定センター 介護人材育成コンサルタント 

○兼任者② 

九州保健福祉大学 平成 24 年 3 月卒 

作業療法士 

杉本病院 平成 24 年 3 月～12 月（結婚にて退職） 

重度認知症デイケア 野田クリニックつばさ平成 29 年 7 月～ 

NPO 法人つながりの事業を手伝いながら地域支援活動（震災支援等） 

○兼任者③ 

作業療法士  敦賀温泉病院（福井県）3年勤務 

延岡市内西山荘（有料老人ホーム）管理者兼従業員 

NPO 法人つながりの事業を手伝いながら地域支援活動 

○NPO 代表 

認知症専門作業療法士（32 年）、ケアマネージャー、キャラバンメイト、認知症地

域支援推進委員、九州保健福祉大学 18 年勤務、NPO 法人つながり理事長 

⑥相談支援包括化

推進員を配置する

相談支援機関の種

類・名称 

門川町役場 福祉課 介護福祉係 

⑦
事
業
内
容 

ア 包括的

な相談支援

体制の構築

に向けた取

組の概要 

①既存の地域資源の整理 

相談活動において、その解決手法として必要な町内及び近隣市町村の資源を洗い

出し、整理する。既に相談活動を行っている諸資源（行政、医療、福祉各分野）と

の多元的な協議を実施し、それぞれの強み弱みを補う体制を整える。 

②地域の支援体制の構築 

企業とつながり、認知症の人や障がいを持った人の就労の場を創設する連携を行う。

イ 相談支

援包括化推

進会議の開

催方法 

定例会を設けるほか、必要に応じて、必要な組織と会議する。 

ウ 自主財

源の確保の

ための取組

の概要 

地域企業等の社会貢献の取り組みによりどのような社会資源を創出するか、計画が

具体化してきた段階で財源確保の要否を検討する。ただ、社会資源は、地域企業主

体で創出したいと考えている。社会福祉法人の地域貢献で場所や車両を借りたり、

活動に賛同した企業等から協賛金を得ることで解決したい。 
エ 新たな

社会資源の

創出のため

の取組の概

要 

地域企業等の社会貢献の取組を勧める。 

オ その他 
 

 

⑧事業の 

成果目標 

翌年度に地域協力化推進事業を実施し、相談支援体制の効果を明確化かつ定着させ

たい。 

解決・終結を原則として、一年目の相談件数を 5件と想定。二年目は１０件。 

※事業実施 2 年目

の自治体のみ回答

してください。 

⑨前年度の課題と

それを踏まえた改

善点 

事業実施１年目 

 

 

 

 

 
- 308 -



3 

５．成果目標の達成状況について 

ご記入いただいた各「事業の成果目標」について、達成状況を具体的に記入してください。 

 

自治体担当者 

目標値「解決・終結を原則として、一年目の相談件数を 5件」に対して 2件 

①不安症を有し、精神状態不穏の独り暮らしの高齢者宅を訪問し、介護福祉係につないだ。 

チェックリスト実施により、介護保険の総合事業対象者として、デイサービスに通う。 

    ②遠隔地に住む娘の依頼により、独り暮らしの高齢者宅を訪問し、地域包括支援センター 

     につなぐ。乳がん、子宮がんの履歴をもち、リンパがんの告知を受けたことで引きこも 

     っていたが、地域の民生委員による見守りを続けた。低体温症で倒れているところを 

     民生委員が発見した。 

 

NPO 代表 

地域の実態把握のために、地域包括支援センター、社会福祉協議会、就労支援センター、医療・介護

保険事業所に出向き、事業内容の説明、周辺の地域課題の聞き取りなどを行い、地域課題の情報収集、

相談窓口の周知に取り組んでいる段階である。 

また、障害者雇用や新しい社会資源を意図として起業した社会的企業とも連携を取りながら、医療・

福祉のシステムではフォローできない社会課題（特に就労を切り口にした）に対応する準備の助言など

を行っている。 

さらに、地方都市では社会資源を利用する際の交通手段が大きな課題としてある。その部分において

も、大手物流会社と協議を進めており、タクシー会社、既存の交通会社とも連携しながら、既存の仕組

みではカバーできない隙間の支援を行う為の新しい支援方法ができないか交渉を行っている。 
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都道府県名 宮崎県 市区町村名 美郷町 

 

１．自治体の基本情報等 

１－１．自治体の基本情報 

人口 5,328（人） 世帯数 2,270（世帯） 

高齢化率 49.9（％） 生活保護受給率 24.23（‰） 面積 448.84（k ㎡） 

地縁組織（自治会、町内会等）加入率 95（％） 公立小学校数 3 公立中学校数 3 

地域包括支援センター 直営：     委託：1（社協） 

生活困窮者自立相談支援事業 県直営：1 

               

１－２．地域の特徴（地域性、地場産業、観光等） 

本町は、宮崎県の北部に位置し、平成 18 年 1 月 1 日に３村（旧南郷村、旧西郷村、旧北郷村）が対等合併

して誕生した町であり、面積は県土の約 6％の、44,884ha であり、その約 90％が山林です。本町の産業別

人口比率（平成 22 年国勢調査）は、第 1 次産業が 35.1％、第 2 次産業が 17.3％、第 3 次産業が 47.6％と

なっています。構成は、農業が 20％を超えており、県全体と比較して農業、林業、建設業が高くなってい

ます。 
 

２．地域共生社会の実現に向けて事業を実施する上でのビジョン（「どのような地域をつくるのか」、「何

を目指すのか」、「どのような数値目標を設定するか」）の内容等について 

本事業に取

り 組 む 目

的・狙い 

近年、介護・障害・高齢者虐待・生活困窮などが複合的に絡んだ世帯が増加しており、単に

行政サービスに繋ぐといっただけでは解決しない事例が多くなっている。 

そこで、社会福祉協議会内に相談支援包括化推進員を配置し、行政、包括支援センター、安

心生活支援センター、民生委員協議会、教育委員会等と連携を取りながら、あらゆるニーズ

に対応した幅広い支援を行う。また、既存の医療・福祉ネットワークのみに限らず、商工会、

ハローワーク、児童相談所等との連携を図る。 

本事業を通

じて人と地

域に起こし

たい変化 

近年、既存の行政サービス及び社会資源だけでは、解決が困難なケースも増加している。昨

年度より、民生委員をはじめとした「地域で活動している方々」に対し、日頃の活動を通し

て「こんなサービスがあったらいいな」と感じているものはないか、聞き取りを行った。そ

の結果、「高齢者の居場所」や「ちょっとした生活支援サービス」が必要との意見が多かった

ため、本事業を通して新たな社会資源を創出したい。 

協議状況 
ビジョンが庁内および庁外のメンバー間で広く浸透し、それを意識しながら業務に従事

している。 

 

３．地域力強化推進事業について 

①実施主体 

（委託先） 
未実施 

 

４．多機関の協働による包括的支援体制構築事業について 

①実施主体 

（委託先） 
美郷町社会福祉協議会 

②事業実施に至

った経緯 

在宅高齢者等の実態把握については、社会福祉協議会に委託して、生活圏域（合併前の

旧村単位）ごとに訪問員１名を配置しており、近隣住民及び民生委員等から情報提供に

基づき訪問し、ケースにより適宜各関係機関等に繋いでいる。しかし、近年、介護・障

害・高齢者虐待・生活困窮などが複合的に絡んだ世帯が増加しており、単に行政サービ

スに繋ぐといっただけでは解決しない事例が多くなっている。また、当事者の高齢化に

伴う判断能力の低下・危機意識の欠如等により、支援を拒否するケースも見られる。 

 そのような様々な課題を抱えた世帯に対し、積極的にアウトリーチを行うことで潜在

的なニーズを掘り起こし、必要なサービス（又は身近に存在している社会資源）に結び
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つけていくため、ここ数年間で体制整備に努めてきた。しかし、複雑に入り組んだ課題

それぞれに担当機関が異なるケースも多く、関係機関の連携等に課題が残っている。 

③事業実施体制 

※注 
別紙のとおり 

④相談支援包括

化推進員の配置

予定人数 

２名 

 

⑤相談支援包括

化推進員の経歴

等 

＜一人ずつ資格、職種、職務経歴等＞ 

社会福祉士   １名 （ 後見専門員・日常生活自立支援専門員   ）     

社会福祉主事 １名 （ 後見専門員・日常生活自立支援専門員  ） 

⑥相談支援包括化

推進員を配置する

相談支援機関の種

類・名称 

美郷町社会福祉協議会内（地域福祉係） 

 

⑦
事
業
内
容 

ア 包括的

な相談支援

体制の構築

に向けた取

組の概要 

社会福祉協議会内に相談支援包括化推進員を配置し、行政、包括支援センター、安心生

活支援センター、民生委員協議会、教育委員会等と連携を取りながら、あらゆるニーズ

に対応した幅広い支援を行う。また、相談支援包括化推進会議を活用し、既存の医療・

福祉ネットワークのみに限らず、商工会、ハローワーク、児童相談所等との連携を図る。

イ 相談支

援包括化推

進会議の開

催方法 

【代表者会議：年２回】ネットワーク構成機関の代表者が参加して、関係機関同士の情

報共有及び連絡調整を図る。地域包括支援センター運営協議会等の既存の会議を活用す

る予定。 

【実務者会議：月１回】毎月、行政が主催している地域ケア会議を活用して、実務者レ

ベルでの情報共有を図る。また、ケースに応じて個別のケース会議を別途開催する。 

ウ 自主財

源の確保の

ための取組

の概要 

町外在住の家族に対し、支援対象者の近況報告を目的とした月１回メール配信サービス

を実施しており、対象者に対して寄付の呼びかけを行う。また、法人後見受任報酬につ

いて増加が見込まれており、共同募金の活用についても検討する。 

エ 新たな

社会資源の

創出のため

の取組の概

要 

生活支援コーディネーターと連携し、①空き家を活用した高齢者の居場所づくり②町内

65 歳以上の約 1/4 が参加している「いきいき百歳体操」も活用して高齢者の居場所づく

りについて、積極的に検討する。 

オ その他 
 

 

⑧事業の 

成果目標 

相談支援包括化推進員を中心に関係機関とネットワークを構築し、複雑化した課題に

対し包括的に対応できる体制を構築する。 

 既存の制度では解決できない「法の狭間」に落ち込みがちな世帯に対し積極的にアプ

ローチし、これまで活用できていなかった地域の資源を活用した解決方法を模索する。

※事業実施 2 年目の

自治体のみ回答して

ください。 

⑨前年度の課題とそ

れを踏まえた改善点 

 

 

 

 

 

５．成果目標の達成状況について 

これまでは、障害・高齢者福祉等に関係する相談については社協が窓口をなることについては、住民にも

共有されていたが、相談支援包括化推進員を中心として様々な関係機関と連携し、生活支援及び生活困窮等

を含む総合的な相談についても受ける体制整備に努めてきた。 

その結果、今年度については１２月時点で新規の方からの延相談件数が、約１．５倍（H28：41 件→H29：

63 件）に増加している。 

 更に、今年度中に相談支援包括化推進員の啓発を目的としたチラシを作成し、全世帯に配布する予定と

している。 
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都道府県名 鹿児島県 市区町村名 － 

 

１．自治体の基本情報等 

１－１．自治体の基本情報 

人口 1,633,363（人） 世帯数 724,205（世帯） 

高齢化率 29.4（％） 生活保護受給率 19.4（‰） 面積 9,187（k ㎡） 

地縁組織（自治会、町内会等）加入率 -（％） 公立小学校数 521 公立中学校数 228 

地域包括支援センター （直営）センター43 箇所，ブランチ 32 箇所 

（委託）センター23 箇所，ブランチ 18 箇所（社協，社会福祉法人） 

生活困窮者自立相談支援事業 （直営）県所管 1箇所，市町 14 箇所 

（委託）県所管 9箇所（社協等），市町 5箇所（社協） 

（直営＋委託）市町 2箇所（社協等） 

               

１－２．地域の特徴（地域性、地場産業、観光等） 

本県は，2,643 キロメートルの長い海岸線を持ち，太平洋と東シナ海に囲まれた南北約 600 キロメート

ルにわたる広大な県土を有している。また，種子島，屋久島，奄美群島をはじめとする多くの離島は，

本県総面積の約 28％と大きな比重を占めている。豊かな農・畜・水産資源，明治維新の礎や近代産業

の魁といった歴史・文化遺産，世界自然遺産の屋久島などの豊かな自然や指宿をはじめとした温泉な

ど多くの観光資源を有している。 

 

２．地域共生社会の実現に向けて事業を実施する上でのビジョン（「どのような地域をつくるのか」、「何

を目指すのか」、「どのような数値目標を設定するか」）の内容等について  

本事業に取

り 組 む 目

的・狙い 

協議中（庁内に地域の包括的相談体制の構築に向けたＷＧを設置） 

本事業を通

じて人と地

域に起こし

たい変化 

同上 

協議状況 庁内で協議している。 

 

３．地域力強化推進事業について 

①実施主体 

（委託先） 
未実施 

 

４．多機関の協働による包括的支援体制構築事業について 

①実施主体 

（委託先） 
鹿児島県（一般社団法人よりそい支援かごしま） 

②事業実施に至

った経緯 

現在の福祉サービスは，高齢・障害など対象者ごとに専門的アプローチで対応しているが，福祉ニ

ーズの多様化・複雑化や人口減少など地域社会が変容する中で，単独の機関によるアプローチでは，

十分対応できないケースもある。各種相談窓口のワンストップ化や複合的ニーズや分野横断的ニー

ズ等への包括的な相談対応及び支援人材の育成などの取組を通じ，多機関・多分野協働による新し

い包括的な相談支援システム体制の構築を図る必要がある。 

③事業実施体制 

※注 

・庁内に地域の包括的相談体制の構築に向けたＷＧを設置した。 

・相談支援包括化推進員１人の他，事業対象地域に相談支援連携推進員を２人配置

し事業を実施。 

④相談支援包括

化推進員の配置

予定人数 

１人 
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⑤相談支援包括

化推進員の経歴

等 

＜一人ずつ資格、職種、職務経歴等＞ 
一般病院における医療ソーシャルワーカー歴１年／精神科病院及び精神障害者地域生活支援事業所における

精神科ソーシャルワーカー歴11年／NPO法人におけるホームレス生活者支援及び生活困窮者等に対する居住支

援歴 9年／被災地及び種別を限定しない全国対応型の電話相談支援歴 3年／障害福祉サービス事業所の立ち上

げ及び運営歴 3年 

⑥相談支援包括化

推進員を配置する

相談支援機関の種

類・名称 

一般社団法人よりそい支援かごしま 

⑦
事
業
内
容 

ア 包括的

な相談支援

体制の構築

に向けた取

組の概要 

①相談者が望む生活を実現するため，イ）生活困窮者自立支援法における自立相談支援機関や，ロ）介護保険

法における地域包括支援センター，ハ）障害者総合支援法における相談支援事業所等と密に連携を取り合い，

相談者が抱える多領域にまたがる課題を適切に見立てるとともに，それぞれの機関が持つ専門性と独自性を生

かせるよう，調整及びコーディネートを行う。 

②明らかになった相談者の複合的な課題から相談者中心の支援計画を策定し，具体的な支援を開始する。 

③実施した支援内容を定期的に振り返り，必要に応じて再評価を行う。 

イ 相談支

援包括化推

進会議の開

催方法 

相談者へのサービス提供に係る個別の支援会議に加え，定期的（2 月に 1 回程度）に相談支援包括化推進会議

を開催する。会議開催の目的として，異なる分野の相談機関等の業務を理解するとともに，いかに効率よく連

携していくかの検討を行うことに加え，潜在的な地域ニーズを把握し，顔の見える支援者関係の構築を目指す。

会議参加者は，前述ア①を中心に市町村の福祉担当者や地域住民（民生委員）などへも参加を働きかける。 

ウ 自主財

源の確保の

ための取組

の概要 

地域づくりを目的とした企業からの寄附や地域貢献を目指す社会福祉法人等への働

きかけを行う。 

 

エ 新たな

社会資源の

創出のため

の取組の概

要 

支援を実施した相談者や相談支援包括化推進会議等から明らかになった地域ニーズ

の中で，既存の制度や資源では解決できないことについて，地域住民やボランティ

ア等へ参画を働きかけるとともに，居場所や互助会など住民主体・住民参加型の社

会資源創出を図る。 

オ その他  

⑧事業の 

成果目標 

○相談件数目標：100 件（うち複合的な課題を抱える者に対する相談対応件数目標 30 件，その中で支援の終結

件数目標 20 件） 

○支援の成果：事業実施により，①相談者の日常生活が改善するとともに，②就労に対する意欲が向上するこ

とが見込まれる。また，関係する機関等との連携強化により，③地域に根ざしたネットワークの構築や社会資

源の創出が見込まれる。 
※事業実施 2 年目

の自治体のみ回答

してください。 

⑨前年度の課題と

それを踏まえた改

善点 

昨年度洗い出された相談支援を行うに当たっての課題解決のための関係機関の適切

な連携方法の検討を行うとともに，奄美大島でも事業を実施し，条件不利地におけ

る離島モデルを確立する。 

 

 

５．成果目標の達成状況について 

目標達成に向け，事業実施中 
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「地域共生社会」の実現に向けた取り組みに関する実践事例集 

 

平成 29 年度厚生労働省委託事業 

「『我が事・丸ごと』の地域づくりの推進に関する調査・研究等事業」報告書 

 

――――――――――――――――――――――――― 

 

平成 30 年 3 月 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 地域福祉部 

〒100-8980 東京都千代田区霞が関 3-3-2 新霞が関ビル 

TEL：03-3581-4655  FAX：03-3581-7858 
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